


1













7



8



16.3

9



10



11



痛ましい過労死事件から今また長時間労働問題がクローズアップされ「働き方改革」、「ワークライフバランス」
( 仕事と生活の調和）等、働きすぎ対策について論議がされています。
週 40 時間、一日 8 時間が労働基準法で定められている労働時間ですが、これを超える場合は 36( サブロク )
協定 (※) を労使間で結んで届け出て、時間外労働・休日労働ができることになっています。使用者の職場の
労働環境、労働衛生への配慮は労務管理上の基本中の基本のはずが、守られていないどころかまかり通って「ブ
ラック企業」化され、事件となり初めて表面化、やっと動きが出てきたようです。「人を大切にする」という
根本的な対処が忘れ去られているかのようです。

筆者は、当時まだ NPO や社会貢献活動という、組織、言葉がないうちから「場づくり」に関わる仕事に従
事してきました。本書は、筆者が 26 年間の経験で得た、「場」づくりのノウハウと心構えについて書かれた
書籍です。

昔に比べて地域のつながりや人と人との関わりが少なくなっている昨今、新たな地域コミュニティや居場所
づくりの再編、活性化として、各地域で講座やフェスティバルなどが開催されています。しかし、単にそう
した「場所」を設けるだけでは「場」にはならないと筆者は述べます。家庭、職場、学校、地域、社会的な
活動の中で豊かな「場」を形成するためにはどうすれば良いか、筆者の経験や事例などから紹介されています。
本書の中でも特に印象深かったのは、「場」づくりの OS としての「会議のやり方」です。主にフラット型組
織での会議の提案、質問、意見、修正、承認の意義や心構えなどや「会議の場」が良くなるための方法とし
ての沈黙の意味づけ、情報の共有、注意点、伝え方の工夫などから皆が発言のしやすい「場」へと調整する
所が私生活でも通じるところもあり有用であると感じました。
会議以外にも、実行委員会の立ち上げ、単発の場（講座、イベントなど）の企画など、継続的な場を良くしたい、
地域づくりや場づくりに興味がある人の入門書としては読みやすくお勧めです。

場 づ く り の 教 科 書
出版：芸術新聞社　筆者：長田　英史　発行：2016 年 9月 13日　初版第１刷発行

大切な労務管理

36協定
労働基準法 36 条「労働者は法定労働時間 (1 日 8 時間、１週 40 時間）を超えて労働させる場合や休日労働さ
せる場合は、あらかじめ労働組合（または労働者の代表）と使用者で書面による協定を締結しなければならない」
労働者１人でも届出が必要であり、時間外労働、休日労働をさせるには協定がなければできないことになり、
協定なしでさせれば労働基準法違反となります。

IT、三重県からのお知らせ、会計と労務、本、の４つのカテゴリーから、NPOで働くみなさんにオススメ情報をお届けします。

NPO 法人・団体として一人でも雇用すると雇用する側として次のような基本的な労務手続き等が必要となります。

①　労働保険（労災保険・雇用保険）適用・加入（労働基準監督署・ハローワーク）
②　社会保険（健康保険・厚生年金保険）に法人の場合は適用・加入
　　※法人以外でも 5人以上雇用した場合は適用・加入（協会けんぽ・日本年金機構）
③　労働条件の提示・周知（雇用契約書など・就業規則→10 人以上雇用の場合届出）
④　労働者名簿の作成・賃金台帳の備え付け
⑤　時間外・休日労働の労使協定（労働基準法 36 条、36 協定書届出）
⑥　年次有給休暇の発生、取得 ( 法定）
⑦　安全衛生推進者の設置（10 人以上の雇用の場合）　など

- 働く人を大切にして、正しい労務管理に努めましょう -
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【お問合わせ先】
株式会社三重銀総研 調査部
ＴＥＬ：(059)354-7102（担当　畑中）
ＵＲＬ：http://www.miebank.co.jp/mir/

次世代育成のためのNPO応援基金 寄付先
募集中

☆総額100万円！使い道は自由です！
応募資格

応募期間
選考方法

三重県内に主な活動拠点を置き、主に「次世代育成支援」に関する活動を行って
いるNPOであること（NPO法人のほか、公共的な活動を目的とする法人や任意
団体などを含みます）

書類、プレゼン選考により寄付総額100万円を上限として各団体に配分
10月２日（月）～11月６日（月）<消印有効>

詳しくは
ホームページで

13



14




